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中国の地域別の単純化したグリー ンGD Pの一試算
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目覚しい経済成長と共に著しい地域間格差が目最近の中国経済においては，
にとまる。 1990年～2000年の10年間の中国における年平均実質経済成長率は約
2000年の中日本における約1.4%に比べて極めて高L、。次に，10.1%であり，
国の地域別の一人当たり名目GD Pを見ると，最多の上海直轄市と最少の貴州、｜
（図－ 1）。ちなみに， 2000年度の日本にお省の聞には，約9.6倍の格差がある
ける一人当たりの県民所得は，最多の東京都と最少の沖縄県の間で約2.1倍の
差であった I）。
地域別一人当たりGDP(2000年）図－ 1
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出所：中国国家統計局編「中国統計年鑑」中国統計出版社， 2001年。
これは中国の地域的差異をGD Pという経済的側面から見たものであるが，
と経済ばかりでなく，環境や資源の観点から見るとどのようになるだろうか。
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いうのは， GD Pを含む国民経済計算が主として市場で取引される経済活動を
取り扱ったために，必ずしも国民の福祉・厚生の水準を表していないのではな
いかという問題がある。例えば，経済活動により環境汚染が生じた場合に福祉
の損失が反映されていないことや家事労働などの非市場的活動が計上されてい
ないことなどである。また，持続可能性の観点からは，国民経済計算が自然資
源の使用による将来の経済活動や市民生活への影響を考慮、していないため，経
済発展の持続性を表すことにおいて問題があると指摘されてきた。例えば，地
下資源の採掘，森林の伐採，魚の乱獲は国民所得を増加させるが，他方で資源
ストックを減少させるので，そのような成長は持続させることはできないこと
などである。
以上のような福祉水準や持続可能性に関して国民経済計算が抱える問題点を
解決するために，各種の福祉指標，物的環境資源勘定，貨幣的環境経済勘定な
どが開発されてきた 2）。そこでは，かつての「経済成長か環境保護か」といっ
た二者択一的な議論から，自然環境を保全しつつ経済発展を達成するにはどう
すればよL、かという「持続可能な発展」の概念が多くの支持を得るようになっ
てきた。持続可能性の概念に沿って政策を行うためには，経済と環境の相互関
係を記述する統計指標が必要となり，このことが環境経済勘定などの開発を促
進する一因となっている。その中でも，「環境・経済統合勘定体系J3）は由連
によって提唱されたもので，環境や資源を主として貨幣的に評価して経済勘定
と連結しようとする勘定であり，その中で一種の「グリーンGD P」が計算で
きるものである。
本稿は，中国における地域別グリーンGD Pの推計をするための第一歩とし
て，単純化したものを試算している。それにより，地域における経済と環境の
相互関連をマクロ数値的な面から検討しようとしたものである。グリーンGD 
Pを推計するにはあまりにもデータが不足するため，非常に限られた環境を単
純化した形で試算せざるを得なかった。その意味で，グリーンGD Pとは言え
ないかも知れなL、。
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本試算によって得られた結果によれば，中国では1995年から1999年までの4
年間に，高い経済成長率ほどには環境汚染物質の排出量は増えていないこと，
また，大きいGD Pの地域が単純化されたグリーンGD Pも大きくなっている
ことがわかる。しかしながら，今回の試算は非常に限定された資料や多くの仮
定に基づくものであり，この試算値だけをもって持続可能性をはかることは無
理があることも留意すべきである。環境・経済統合勘定の研究・調査はまだ始
まって聞がなく，発展途上の段階にあるものと考えられ，解決すべき課題は多L、。
2.グリーンGDP 
( 1)環境・経済統合勘定
本試算が目指しているグリーンGD Pは環境経済勘定などの中で推計できる
一つの集計指標であり，国民経済計算体系の中で推計されるGD p （圏内総生
産）に相当するものである。環境経済勘定は経済と環境を総合的に評価する勘
定体系であり，多種多様なアプローチがある。ここでは，国連の環境・経済統
合勘定体系に基づいており，それは，国，地域，部門などがその目的やデータ
利用可能性などに応じて選択できるように，さまざまなパージョンと柔軟な枠
組みを提供している。その中のパージョンNでは，経済活動が自然資産に対し
て及ぼした影響を評価し，環境の劣化や資源の減耗を経済活動に伴う費用（環
境費用）として取り扱っている。環境費用には，実際に負担された実際環境費
用と負担されない帰属環境費用がある。
（帰属環境費用）
汚染物質の排出，生態系の破壊，資源の枯渇などは自然資産の使用と見なさ
れ，その分は追加的な費用という形で認識される。この費用は実際には負担さ
れていないが，あたかも負担されたかのように金額を推計するため，帰属環境
費用と呼ばれる。
次に，環境・経済統合勘定は帰属環境費用の評価法として，市場評価法，維
持費用評価法，仮想的評価法の三つの方法を提示している。
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①市場評価法は基本的に市場価格に基づく方法である。
②維持費用評価法は自然資産を劣化または減耗する前の水準に維持しようとす
れば必要となる費用であり，これは防止費用であったり，復旧費用であったり
する。また，維持費用評価法は自然資産を一定の水準に維持することを意図す
るので，持続可能性の概念に沿っているという特徴をもっている。
③仮想的評価法（CVM）とは，ある環境変化について，その便益に対する支払
意思額，またはその損失を我慢する見返りとしての受取意思額などを回答者に質
問する調査によって評価する方法である。この評価法は，環境政策のほとんどの
状況に適用可能であることなど応用範囲が広いが，反面多くの問題を抱えている。
例えば，支払意思額について人々が自然環境を良くするために進んで支払うこと
を表明する金額と実際に支払う金額とが必ずしも一致しないという問題（ただ乗
り問題），支払い意思額が質問や調査の方法に大きく左右されるという問題，で
きるだけ客観的な結果を得るための調査に必要な多額の費用などがある。市場評
価法と仮想的評価法は，主として企業や家計か享受する効用に対して負担しよう
とする費用を表すので，福祉の概念に沿っているという特徴をもっている。
(2）単純化したグリーンGDP 
ここでは，中国の地域別の単純化したグリーンGD Pを試算し，その特徴や
それが経済のみを考慮するGD Pとどのような相違がでてくるかなどを考察す
るものである。 ここで用いられる推計方法は，環境・経済統合勘定に基づく
旧経済企画庁の方式を採用している九そこでは，環境・経済統合勘定のパー
ジョンIV.2に従って，環境劣化の帰属環境費用を主として維持費用評価法に
よって推計している。維持費用評価法の方が持続可能な発展の概念に沿った評
価額を与えること，維持費用評価による推計値は国民経済計算との整合性が高
いこと，他の評価法より維持費用評価に使用できるデータが入手しやすいこと
などの理由があげられる。また，中国のエネルギ一関係のデータの制約から
1995年と1999年についてのみ試算をしている。
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試算の手順は大きく 3つに分けることができる。
①すでに計算されている地域内総生産（GDP）から固定資本減耗を引いて地
域内純生産（NDP）を計算する。
②経済活動に伴う環境劣化を，経済活動に伴う費用である帰属環境費用として
経済的（貨幣的）に評価する。
③持続可能性の指標の一環として，地域内純生産から帰属環境費用を控除する
ことにより，ある種のグリーンGD Pである環境調整済地域内純生産（EDP)
を推計する。
3.単純化したグリーンGD Pの推計方法
( 1)汚染物質等の選定
帰属環境費用を計算するためにこの試算で取り上げた自然資産とそれを汚染
する物質などは表 1の通りである。ここではデータの入手困難性などのため，
対象が非常に限られており，大気汚染による環境劣化のみが考慮、されている。
表－ 1 帰属環境費用を推計した自然資産と汚染物質等
資 産 汚染物質等 帰属環境費用としての取り扱い
大 ヌ長＝ヨL' S02,NOx 廃物による自然資産の質の低下
大 気 co, 地球環境への影響
(2）自然資産の帰属環境費用の推計方法
①S O,,NO xの大気の帰属環境費用は，排出された各汚染物質の量に l単位
の汚染物の除去にかかる費用（徐去費用原単位）を乗じることによって推計
する。
②地球温暖化を引き起こすCo，の帰属環境費用は，化石燃料の消費量より推
計するCo，発生量から自然吸収量をヲ I~ 、た量に， l単位のCo，排出削減に
かかる費用（削減費用原単位）を乗じることで推計する。
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①と②を推計するのに用いる費用原単位や自然吸収量などのデータを中国で
入手することは困難なので，日本で廃棄物焼却による大気汚染を推計する際に
内閣府によって使用された数値を利用することにする 5）。その際，日本におけ
る原単位を購買力平価による為替レートで中国の元に換算する 6)0 
(3）単純化したグリーンGD Pの導出
ここでは，環境調整済地域内純生産を単純化したグリーンGD Pと見なす。
その際，二通りの環境調整済地域内純生産を試算する。一つは地域住民の福祉
の観点から， S02とN0 xによる影響のみを考慮する帰属環境費用を帰属環
境費用 lとして，それをGD P から差しヲ I~、たものを環境調整済地域内純生産
l(EDPl）とする。もう一つは地球環境の観点から， C02の影響も考慮す
る帰属環境費用を帰属環境費用 2 として，それを差しヨ I~ 、たものを環境調整済
地域内純生産2(EDP2）とする。すなわち，
地域内総生産（GDP) 固定資本減耗＝地域内純生産（NDP) 
地域内純生産一帰属環境費用 l二環境調整済地域内純生産 1(EDPl) 
地域内純生産一帰属環境費用 2＝環境調整済地域内純生産2(EDP 2) 
4.中国全体の試算結果の概要
1999年における各種の国内所得の関係は次のようになっている。（単位：億元）
国内総生産
87,447 
園内純生産
74,262 
国内純生産
74,262 
固定資本減耗
13,185 
帰属環境費用 1
2 4 8 
帰属環境費用2
8 5 8 
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国内純生産
74,262 
環境調整済
園内純生産1
74,014 
環境調整済
国内純生産2
73,404 
中国全体の試算結果の概要は表－ 2のようになっている。まず，目につくの
は高い経済成長率であるが，それにもまして固定資本減耗が多く，その増加率
も高いことである。そのため，圏内純生産の成長率が国内総生産の成長率より
低くなっている。次に，環境状況が良くないと思われるにもかかわらず， 2種
類の帰属環境費用があまり大きくなかったことである。その理由として，ここ
で考慮されている対象が大気汚染のみであることと，日本の除去費用原単位な
どを購買力平価で中国の元に換算していることなどが考えられる。もし他の換
算法を使用したならば，結果が違ったものになる可能性がある。また，帰属環
境費用の増加率が低いため，環境劣化はあまり進行しなかったことになるが，
表－ 2 1995年と1999年の数値の概要と比較（単位：億元）
1995年 1999年
国内総生産（GDP) 57,934.9 87,447.5 
固定資本減耗 7,089.0 1 3,185.3 
（対国内総生産） 02.2%) (15.1%) 
圏内純生産（NDP) 50,845.8 74,262.3 
帰属環境費用 I 238.8 247.7 
（対国内総生産） (0.41%) (0.28%) 
環境調整済国内純生産I 50,607.1 74,014.5 
CED P 1) 
帰属環境費用 2 831.2 857.8 
（対国内総生産） (1.43%) (0.98%) 
環境調整済圏内純生産2 50,014.7 73,404.5 
CED P 2) 
出所：中国国家統計局「中国統計年鑑」中国統計出版社。
中国環境年鑑編纂委員会「中国環境年鑑」中国環境年鑑社。
中困層家統計局「中国能源統計年鑑」中国統計出版社。
年平均成長率
10.8% 
16.8% 
9.9% 
0.9% 
10.0% 
0.8% 
10.1% 
張宏武「中国の経済発展に伴うエネルギーと環境問題」渓水社， 2003年，など。
（注）いずれの数値も名目値である。
一部のデータが欠けているため，チベットを除外している。
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帰属環境費用自身は増加しているので，環境劣化は依然進行していると考えら
れる。さらに，帰属環境費用1に比べて帰属環境費用2の方がかなり大きくなっ
ているのは， s 02とN0 xという公害型汚染物質の除去費用より， C02とい
う地球環境型負荷物質の方が量も多く，削減費用が多くかかることを意味する。
この中で， 1995年と1999年の国内総生産，国内純生産，環境調整済圏内純生
産l，環境調整済国内純生産2をグラフで示すと図－ 2のようになる。この
図からは，固定資本減耗の影響が大きいため，園内純生産が国内総生産より相
当減少しているが，帰属環境費用が小さいため，環境調整済圏内純生産は国内
純生産とあまり変わらない。
図－ 2 圏内所得の比較
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5.中国の地域別試算結栗の概要
( 1)地域別帰属環境費用
1999年
①まず，帰属環境費用の中でも公害型のS02とN0 xによる帰属環境費用
1について考察する。 1999年の省別の帰属環境費用 1を大きい方から並べると，
図 3のようになっている。上位の省はS02の排出量の多い省となっている。
次に，一人当たりの帰属環境費用 lを大きい方から並べたものが，図－ 4であ
る。直轄市や北部の省で比較的に多くなっている。
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億元
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図－ 3 地域別帰属環境費用 1(1999年）
沼3制問時間間関醐踊関関関闘民眠5 。
出所：科学技術庁科学技術政策研究所「アジアのエネルギ一利用と地球環境」大蔵省
印刷局， 1992年，及び同上。
（注）重慶直轄市は四川省に含まれている。
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図－ 4 地域別一人当たり帰属環境費用 1(1999年）
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②帰属環境費用の中で地球環境型のCo，も含める帰属環境費用 2を大きな方
から並べると，図 5のようになる。また，一人当たりの帰属環境費用2を大
きい方から並べると，図 6のようになった。ここでも，帰属環境費用 1の場
合と同様に，一人当たりの帰属環境費用2は直轄市や北部の省が上位を占めて
いることがわかる。
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億元
圏一 5 地域別帰属環境費用 2(1999年）
70 
60 
50 
40 
30 
20 
10 。
詰言語皇制重量時話器肝要童書盟措置連帯届草閣議事
出所． 向上。
7G 
250 
図－ 6 地域別一人当たり帰属環境費用 2(1999年）
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同上。
ということは，公害を引き起こす大気汚染を多く出す地域は，地球環境を劣
化させるCo，も多く出していることになるO
( 2）環境調整済地域内純生産
ここでは， これまでに試算した帰属環境費用を用いて，単純化したグリーン
GD Pに相応する環境調整済地域内純生産を求める。帰属環境費用が2種類あ
るので，環境調整済地域内純生産も 2種類あることになる。
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①まず，環境調整済地域内純生産 1は公害型のSo，とN0 xのみを考慮する
これは自分に直接被害が及ぶと自分の福祉や厚生が減少したと考ものである。
えるが，地球環境が劣化することにはあまり関心を払わないような場合に当て
はまる環境調整済地域内純生産である。 1999年の地域別の環境調整済地域内純
図 7のようになっている。生産 lを大きい方から並べると，
地域別環境調整済地域内純生産1
(1999年）
図－ 7
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地域別一人当たり環境調整済地域内純生産1
(1999年）
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同上。出所：
一人当たりの環境調整済地域内純生産lを大きい方から並べたものが，
しかも最多の上海市と最小の
次に，
図~s である。直轄市や沿岸部の省が上位にあり，
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環境を考慮、に入れても格差が縮小していないこ貴州省の間に約11倍の差があり，
とがわかるO
co，などの地球環②環境調整済地域内純生産2は身近な環境ばかりでなく，
境も考慮する環境調整済地域内純生産である。 1999年の地域別の環境調整済地
図 9のようになっている。域内純生産2を大きい方から並べると，
地域別環境調整済地域内純生産2
(1999年）
図－ 9
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地域別一人当たり環境調整済地域内純生産2
(1999年）
同上。
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:n:; 
25,000 
?????????? 」 ?????
?
?
?
?
? ??????? ?????????? ????
??
?
? ? ? ?
???????
?
?
?? ???????????
? ?
????????
20,000 
15,000 
億元
8 000 
7 000 
6 000 
5 000 
4000 
3,000 
2 000 
1 000 。
10,000 
5,000 。
向上。出所：
一人当たりの環境調整済地域内純生産2を大きい方から並べたものが，
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図－10である。
次に，
この場合も，最も多い上海市と最も少ない貴州省の聞に約11倍の格差があり，
身近な環境だけを考える場合も，地球環境まで考える場合も，格差が縮まらな
かったと思われる。
(3) 1995年と1999年の聞の変化
①帰属環境費用 l
s 02とN0 xからの帰属環境費用の変化を見ると，
いる。
億元
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図－1 帰属環境費用 1の変化
(1995～1999年）
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出所： 閑上。
この4年間に地域によって，帰属環境費用が増加しているところと，減少して
いるところがある。
②帰属環境費用2
c 02からの帰属環境費用を追加したものが帰属環境費用2であり， 4年間
の変化は図 12のようになっている。
③環境調整済地域内純生産lの変化
身近な環境を考慮する環境調整済地域内純生産1の1995～1999年の変化は図一
13のようになっている。高い経済成長率とそれより低いS02とN0 xなどの
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排出量増加率のために， すべての地域で環境調整済地域内純生産Iは増加して
L、る。
④環境調整済地域内純生産2の変化
c 02など地球環境も考慮する環境調整済地域内純生産2は，図－14のよう
に変化している。 こちらも環境調整済地域内純生産1と同様に，
で増加している。
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6. おわりに
中国の経済と環境を結びつけるようなグリーンGD Pを試算しようとしたが，
なかなか，思うようなデータが入手できないため，非常に単純化したものを試算
してみた。 とくに，価格や費用に関するものがほとんど見当たらなかった。そ
れらのため，対象とする物質が限られ，推計方法も多くの仮定に基づいた単純
なものとなった。
その結果，帰属環境費用が過小評価されていると思われる。今後はより多く
の物質を対象にする必要がある。
また，大気汚染や温暖化に関する帰属環境費用の推計において，
帰属環境費用＝排出量×除去費用原単位
という形で計算を行なっている。 これは，除去費用が除去量に関して線形で，
しかも排出量をゼロとする場合の費用を意味する。実際には，除去費用は非線
形（通常，逓増的）で， 自然の浄化作用があるので，必ずしも排出量をゼロと
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する必要はなし、。これから，より現実的な費用関数を開発する必要がある 1）。
環境・経済統合勘定の研究・調査はまだ始まって聞がなく，発展途上の段階
にある。これから，環境・経済統合勘定のような環境と経済の橋渡しをする指
標の開発が必要とされるので，その理論的概念の精微化，適切な評価方法や推
計方法の開発，必要なデータの整備などが望まれるところである。
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［付表 1] 
帰属費用 1 帰属費用 2
億元 億元 億元 億元
1995 1999 1995 1999 
遼寧 12.98785 11.95545 遼寧 57.56658 50.78883 
吉林 5.851066 5.435102 吉林 25.9872 23.543 
黒龍江 7. 715565 8.231476 黒龍江 32.99416 34.16594 
北京 4.082934 4.141053 北京 17. 79552 17.95971 
天津 3.779536 3.84038 天津 15.47747 15.22167 
河北 14.47079 15.62969 河北 58.19647 62.1189 
山西 12.09757 11.79143 山西 43.5258 42.84558 
内蒙古 7.847991 9.403607 内蒙古 25.01156 30.73639 
上海 7.091128 8.337496 上海 26.8718 33.53935 
江蘇 19.3779 19.76839 江蘇 58.69131 59.20566 
治江 7.649309 9.130851 斯江 27.94565 32.87794 
安徽 7.577226 8.356104 安徽 28.08543 30.90142 
福建 3.365899 4.044009 福建 11.49117 14.5615 
江西 4.982975 4.138797 江西 16.9733 14.26769 
山東 20.07147 21.12519 山東 59.40665 62.68681 
河南 11.31593 11.66683 河南 42.05201 43.29599 
湖北 8.549981 9.561389 湖北 33.71188 37.83668 
湖南 7.40924 5.181261 湖南 31.13816 21目5737
広東 11.09442 13.00733 広東 41.23773 48.56275 
広西 5.415017 5.141321 広西 16.12964 15.26392 
海南 0.429441 0.519452 海南 1.551695 1.987951 
険西 8.758316 7.254771 険西 23.13116 18.92156 
甘粛 3.703902 3.660312 甘粛 14.73702 14.16543 
青海 0.612083 0.810219 青海 2.857836 3.837719 
寧夏 2.063176 1.983569 寧夏 5.605457 5.630538 
新彊 3.635307 4.052293 新彊 15.8169 17.35089 
四川 22.41087 22.10744 四川 58目17228 58.52997 
貴州 8.07498 10.05653 貴州 22.31187 26.8554 
雲南 6.34702 7.408805 雲南 16.68867 18.53279 
合計 238.7689 247.7406 合計 831.1624 857.7657 
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［付表2]
環境調整済地域内純生産 1 環境調整済地域内純生産2
億元 億元 億元 億元
1995 1999 1995 1999 
遼寧 2406.257 3450.575 遼寧 2361.678 3411.741 
吉林 970.9739 1386.075 吉林 950.8378 1367.967 
黒龍江 1735.949 2453.309 黒龍江 1710.671 2427.374 
北京 1178.917 1769.789 北京 1165.204 1755.97 
天津 780.5655 1228.68 天津 768.8675 1217.298 
河北 2506.744 3901.89 河北 2463.019 3855.401 
山西 945.7474 1297.839 山西 914.3192 1266.784 
内蒙古 725.727 1081.376 内蒙古 708.5634 1060.044 
上海 2152.714 3445.733 上海 2132.933 3420.531 
江蘇 4523.792 6529. 762 江蘇 4484.479 6490.324 
漸江 3214.981 4783.049 新江 3194.684 4759.302 
安徽 1764.788 2501.494 安徽 1744.28 2478.949 
福建 1933.299 3113.166 福建 1925.174 3102.649 
江西 1114.072 1548.781 江西 1102.082 1538.652 
山東 4287.594 6266.895 山東 4248.258 6225.333 
河南 2599.364 3944.473 河南 2568.628 3912.844 
湖北 2112.6 3162.659 湖北 2087.438 3134.383 
湖南 1928.671 2887.689 湖南 1904.942 2871.296 
広東 4937.571 7014.523 広東 4907.427 6978.967 
広西 1478.2 1753.159 広西 1467.485 1743.036 
海南 319.2206 397.0605 海南 318.0983 395.592 
侠西 854.7267 1238.915 険西 840.3538 1227.248 
甘粛 474.4211 810.2597 甘粛 463.388 799.7546 
青海 142.1729 198.8398 青海 139.9272 195.8123 
寧夏 144.0568 195.7664 寧夏 140.5145 192.1195 
新彊 703.9547 969.3177 新彊 691.7731 956.0191 
四川 3091.719 4330.613 四川 3055.958 4294.19 
貴州 535.09 788.2035 貴州、i 520.8531 771.4046 
雲南 1043.173 1564.621 雲南 1032.831 1553.497 
合計 50607.06 74014.51 合計 50014.67 73404.48 
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